看護師勤務環境改善施設整備事業　概要

この概要については、令和２年度の国庫補助交付要綱等を元に作成していますので、今後、
道の補助事業として実施する際に基準単価等の内容が変更される場合があります。
〔目　的〕
医療の高度化に対応可能なナースステーションの拡充、処置室及びカンファレンスルーム等の拡張や新設等看護職員が働きやすい合理的な病棟づくりなど勤務環境改善整備をすることにより、看護職員の離職防止を図ることを目的とし、補助対象者が行うナースステーション、処置室、カンファレンスルーム等の施設整備についてその費用の一部を補助する。
〔対象者〕
　　国民健康保険団体連合会及び国民健康保険組合、国家公務員共済組合、公共企業体職員等共済組合、地方公務員等共済組合、市立学校教職員共済組合、農林漁業団体職員共済組合、健康保険組合、社会福祉法人、一般社団法人又は一般財団法人、日赤北海道支部、北海道厚生連、医療法人
〔補助条件〕
　（１）看護業務見直し改善検討委員会等を設置し、申し送り時間の改善や省力化機器の導入等看護業務の改善に積極的に取り組んでいる病院
　（２）院内研修等独自に離職防止対策を実施している病院
〔補助基準〕
　　基準額　＝　基準面積　×　基準単価
	基準面積
　　　　※１
	１看護単位につき　５０㎡

	基準単価
　　　　※１
	鉄筋コンクリート
	１㎡当たり　　２２０，０００円

	
	ブロック
	１㎡当たり　　１９１，８００円

	
	木　　造
	１㎡当たり　　２２０，０００円

	
	※ナースコールを更新付設する場合は１㎡当たり
１１７，４００円加算


　　※１　基準面積・単価は事業における限度となる面積・単価であって建築面積・単価が基準面積・単価を下回る場合ときは、その建築面積・単価を基準面積・単価とする。
〔対象経費〕
　　看護職員が働きやすく離職防止につながるナースステーション等の新築、増改築、改修に要する工事費、工事請負費
〔補 助 率〕
    交付基礎額の３分の１以内
〔補助金の算定方法〕
（１）基準額と対象経費の実支出額とを比較して少ない方の額を選定
（２）（１）により選定した額と総事業費から寄付金その他の収入額を控除した額とを比較して少ない方の額を交付基礎額とする。
（３）交付基礎額に既存病床数の割合による調整率及び事業区分による補助率１/３を乗じて得た額
＜参考＞
	ナースステーションを拡充（ナースコール付設）する場合（鉄筋コンクリート造、補助対象面積４０㎡）
（算定式）
・基準額
　　基準面積（４０㎡）× 基準単価（２２０，０００円＋１１７，４００円）＝
 １３，４９６，０００円　…　①　
・補助額　　
　　交付基礎額① １３，４９６，０００ × １．００ ÷　３ ＝ ４，４９８，０００円
　※千円未満切捨


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　[裏面あり]
※　既存病床数の割合による調整率（前年度３月３１日現在）
　　既存病床数が医療計画上の基準病床数に占める割合（精神病床、感染症病床、結核病床、療養病床、一般
病床の合計）
　　　・１０５％以上･･･０．９５
　　　・１０５％未満･･･１．００
※　対象外経費
・土地の取得、整地に要する費用
・門、柵、塀、造園工事、通路敷設に要する費用
　　　・設計その他工事に伴う事務に要する費用
　　　・既存建物の買収に要する費用
　　　・その他の整備として適当と認められない費用
